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【研究成果の概要】  （文字の大きさ 9 ポイント・字数 800 字～ 1600 字程度）  

 
 本研究においては、主として、我が国における従来の平和教育に対する次の ような問題意識、

つまり、我が国における従来の平和教育は、①理念や記憶に関心を集中し、紛争解決の、具体

的な方法に十分に着目できてこなかった こと、および、②一定の視点を固守し、紛争解決のダ

イナミズムへの理解を欠きがちであったこと等の結果として、様々な価値観の対立に巻き込ま

れたり、画一的な内容のものに陥るなど、若干の停滞を余儀なくされてきた のではないかとい

う問題意識に基づいて研究を行った結果、暫定的ではあるが、次の知見を得ることができた（な

お、本報告書の文責は、研究代表者たる宿谷にあることをあらかじめお断りしておくことにし

たい）。つまり、①平和教育は、紛争解決学・紛争解決教育を土台とすべきこと、②平和教育は、

道徳教育・人権教育・法教育との有機的な結びつきの中で実施されるべきこと、 および③修復

的正義・修復的実践のプログラムに基づく教員研修を実施すべきこと、等である。  

 まず第一に、紛争解決学・紛争解決教育を平和教育の土台とすべきこと であるが、平和教育

の目的が、単に悲惨な記憶の継承のみに限定されるものではなく、戦争の廃絶等の暴力の排除

等にあるのだとしたら平和教育のテーマも特定の問題、事件や事例に限定される必然性はない

といえよう（もちろん、日常生活レベルの紛争解決だけではなく、 社会全体で考えるべき問題

や国家レベルの紛争等について触れないということは紛争解決教育としては部分的で不完全な

ものに止まってしまうのであり、後者を扱うのであるとすれば 、紛争解決を抽象的なお題目と

して捉えるのでない限り、我が国の歴史的文脈に即して、 特定の問題、事件や事例を取り上げ

ないことは片手落ちになってしまうということがいえよう）。平和は何よりも個々人や組織・団

体等の間の、暴力によらない意思疎通、決定、紛争解決等によって構築・維持・発展させられ

るものであり、平和教育はそのような非暴力的な関係性の構築・定着を目指すものである。そ

して、この目的は、頭から大文字の 「平和」を掲げるよりは日常レベルの紛争解決から出発す

ることによって、より効果的に 達成され得るもののように思われる。したがって、平和教育は

何よりもまず、いわゆる平和－教育よりも関係性 －教育、その、より具体的な形態としての紛

争解決－教育として出発すべきであるようにも思われるのである（もちろん、このことは平和

教育という名称自体を否定するものではない。ただ、本研究においては、平和教育の枠組みの

幅を広げ、柔軟性を増大するために、このような方向性もあり得るのではないかということを

考えた次第である）。そして、近時の平和運動等においても、このような方向の 動きの活発化が

顕著に見られるのであり、本研究においては、その中でも修復的正義・修復的実践の教育プロ

グラムを土台としつつ、平和教育の充実に努めることが望ましいとの結論が得られた。  

 第二に、道徳教育・人権教育・法教育との有機的結びつき であるが、これは 4 つの教育を混

同するものではなく、それぞれの領域の違いを鮮明にした上で、各領域の担うべき役割を明確

化し、密接な協力体制のもとで実施すべきことを意味する。暫定的な整理を 提示するとすれば、

4 つの教育は関係性構築を中核としつつ、道徳教育はその理念的かつ心情的側面を、人権教育

はその理念的かつ制度的側面を、法教育はその原理的・技術的かつ権力的側面を、平和教育は

それらの総合をとくに意識しつつ、実施されるべきことを考えることもできなくはないように

思われる。  

 そして、第三に、教員研修であるが、平和教育の担い手たる教員の技能の向上のためにも、

具体的かつ簡明性を有する修復 的正義・修復的実践のプログラムの導入を促進すべきであると

考える。  

 以上は、あくまで暫定的な結論に過ぎない。今後、各々研究を深めていくことにしたい。  
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